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1.リスク管理の組織・体制
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（１）統合的リスク管理体制

リスク統括部（全行のリスク管理統括）

営業店・本店部・グループ会社

事務リスク
【事務統括部】

システムリスク
【IT統括部】

人的リスク
【人事総務部】

有形資産リスク
【人事総務部】

法務リスク
【ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ統括部】

審査会

信用リスク
【リスク統括部】

市場リスク
【リスク統括部】

流動性リスク
【リスク統括部】

風評リスク
【総合企画部】

オペレーショナルリスク
【リスク統括部】

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会

監　
　
　

査　
　
　

部

経営会議

取締役会
監
査
役

（監
査
役
会
）

統合的リスク管理委員会
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（２）リスク管理に関する規定体系

基本規程 統合的リスク管理・与信基本原則・自己査定償却・引当

統合的リスク管理方針 毎期の管理方針

規程 各リスク管理の基本方針・態勢・役割

資本配賦額・保有限度額・損失管理基準

細則 リスク計測手法・運営要領
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（３）リスク管理の考え方

○信用リスク・市場リスク・流動性リスク・オペレーショナルリスク　
　を統合的に管理・把握し、経営体力と対比して適正な水準にリスク　
　をコントロールしたうえで収益力の強化を図る

○業務上抱えるリスクを包括的に認識し、適切なリスク管理態勢の　　
　構築を図る

○信用リスク・市場リスク・流動性リスク・オペレーショナルリスク　
　を統合的に管理・把握し、経営体力と対比して適正な水準にリスク　
　をコントロールしたうえで収益力の強化を図る

○業務上抱えるリスクを包括的に認識し、適切なリスク管理態勢の　　
　構築を図る

【リスク管理に関する基本方針】
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２.リスク管理の枠組み
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（１）資本配賦運営

資本配賦額 ＝ 連結Ｔｉｅｒ１から 一定量のバッファーを控除した額

各カテゴリー毎の資本配賦額　⇒直近のリスク量実績等をもとに経営計画達成等に必要な額を配賦各カテゴリー毎の資本配賦額　⇒直近のリスク量実績等をもとに経営計画達成等に必要な額を配賦

バッファー

連結Tier1 資本配賦
原資

オペレーショナル・リスク

　　　純投資有価証券リスク

　政策投資株式リスク

金利リスク

貸出金信用リスク

連結Tier1 バッファー ≧ 資本配賦額原資　＞　統合リスク量－

【資本配賦の考え方】

市
場
リ
ス
ク

自己資本 配賦原資 各カテゴリーへの配賦額

政策投資株式リスク

オペレーショナル・リスク

　純投資有価証券リスク

金利リスク

貸出金信用リスク

各カテゴリーのリスク量
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（2）市場リスク管理

○資本配賦額に加えて、損失管理基準、アウトライヤー比率に関する　
アラームポイントを設定し、過度のリスクテイクを抑制

○市場リスク量の適切な把握が困難な運用資産については、別途、保有
限度額を設定

○資本配賦額に加えて、損失管理基準、アウトライヤー比率に関する　
アラームポイントを設定し、過度のリスクテイクを抑制

○市場リスク量の適切な把握が困難な運用資産については、別途、保有
限度額を設定

【アラームポイント超過時の対応】

○当該リスクカテゴリーの所管部署の担当取締役との協議により、今後
　の対応を検討・実施

○協議内容を統合的リスク管理委員会で審議した後、取締役会へ付議

○当該リスクカテゴリーの所管部署の担当取締役との協議により、今後
　の対応を検討・実施

○協議内容を統合的リスク管理委員会で審議した後、取締役会へ付議

８

【限度額等設定による管理】



（３）流動性リスク管理①

○資金繰りの状況・見通し、資金繰りに影響をおよぼす諸条件の変化
　を把握・管理することにより経営基盤の安定性を向上

○平常時においても流動性危機時を想定しての対応策を確立

○資金繰り逼迫度区分（平常時・懸念時・危機時）に応じたリスク　
　管理を実施

○資金繰りの状況・見通し、資金繰りに影響をおよぼす諸条件の変化
　を把握・管理することにより経営基盤の安定性を向上

○平常時においても流動性危機時を想定しての対応策を確立

○資金繰り逼迫度区分（平常時・懸念時・危機時）に応じたリスク　
　管理を実施

【資金ポジション限度額】

○安定的な調達実施のため、円貨・外貨別に限度額を設定○安定的な調達実施のため、円貨・外貨別に限度額を設定

【流動性リスク管理に関する基本方針】

【資金化可能資産準備額】

○危機時の預金流出リスクに備え、要準備額として資金化可能期間毎
　に設定

　　・担保として利用できる資産

　　・売却等により資金化が可能な資産

○危機時の預金流出リスクに備え、要準備額として資金化可能期間毎
　に設定

　　・担保として利用できる資産

　　・売却等により資金化が可能な資産

９



（３）流動性リスク管理②

【資金繰り逼迫度区分および判断基準】

○定量的要件および定性的要件基づき、資金繰り逼迫度区分を「平常時」
　「懸念時」・「危機時」に区分し対応

○定量的要件および定性的要件基づき、資金繰り逼迫度区分を「平常時」
　「懸念時」・「危機時」に区分し対応

【定量的要件】

○顧客預金流出度合い

○市場性資金調達状況

○株価・格付

○顧客預金流出度合い

○市場性資金調達状況

○株価・格付

【定性的要件】

○風評

○市場の機能低下

○風評

○市場の機能低下

対
応
方
法

○調達市場の状況を把握

○資金調達の確実性・有効性を
　逐次確認

○追加的な流動性確保策の検討

○調達市場の状況を把握

○資金調達の確実性・有効性を
　逐次確認

○追加的な流動性確保策の検討

【懸念時】

【危機時】

○必要によっては危機対策本部　
　を設置

○必要によっては危機対策本部　
　を設置
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(4)信用リスク管理①

１１

　①金融円滑化出口戦略

○ 中小企業金融円滑化法の最終延長の趣旨を踏まえ、地域密着型推進地区担当を中心に、
　本支店一体となって、経営ｻﾎﾟｰﾄが必要な取引先の「正常化」に向けて、真の意味で　
　経営改善に繋がる「出口戦略」を提案・実施中

○ 中小企業金融円滑化法の最終延長の趣旨を踏まえ、地域密着型推進地区担当を中心に、
　本支店一体となって、経営ｻﾎﾟｰﾄが必要な取引先の「正常化」に向けて、真の意味で　
　経営改善に繋がる「出口戦略」を提案・実施中

営業店が主体的に地域密着型金融を推進する体制の構築に向け、平成24年末までの時限措置と
して、「地域密着型金融推進地区担当」を営業店に配置

融資企画部融資企画部

外部専門家の活用

企業再生・経営支援＋ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ機能の発揮・最適な出口戦略の提供企業再生・経営支援＋ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ機能の発揮・最適な出口戦略の提供

連携 連携

連 携

営業店 本部

地域密着型金融推進地区担当

支店長・次長 責任者・担当
融資第一部・融資第二部
法人営業部

指
導

支
援

【地域密着型金融推進体制】
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(4)信用リスク管理②

【定性分析を活用した事業素質の見極め】

財務分析に定性情報を加えて取引先の事業素質を見極め、事業の持続
可能性を判断

財務分析に定性情報を加えて取引先の事業素質を見極め、事業の持続
可能性を判断

財 務 分 析財 務 分 析

定 性 分 析定 性 分 析

企業の実態把握（目利き）企業の実態把握（目利き）

＋
定量評価

定性評価

事業の将来見通し＝事業素質の見極め事業の将来見通し＝事業素質の見極め

外

部

環

境

外

部

環

境

　①金融円滑化出口戦略
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(4)信用リスク管理③

○○億円○格

○○億円○格

○○億円○格

○○億円○格

○○億円○格

○○億円○格

○○億円○格

無担保与信限度額
(クレジットリミット)

格付

クレジットリミット：個社・グループの信用集中リスクを無担保与信額で管理クレジットリミット：個社・グループの信用集中リスクを無担保与信額で管理
　　　　　　　　　　⇒　格付別に無担保与信限度額を設定　　　　　　　　　　⇒　格付別に無担保与信限度額を設定
　　　　　　　　　　　　必要に応じて総与信額での管理も併せて実施　　　　　　　　　　　　必要に応じて総与信額での管理も併せて実施

　②クレジットリミット



3.ストレステストの実践
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・収益計画が損失となるシナリオ
　を想定することにより、どうい
　う事象が発生した場合に損失に
　陥るかを認識

・与信判断や取組み方針への反映、

　リスクが顕在化した場合の対応方

　針の検討に活用

・景気悪化や金融市場混乱に
　よるリスク量の増加を見積
　もり、どのような事象が発
　生した場合に資本配賦額を
　超過するか認識

・ストレスの影響を分析し、
　リスクコントロール、資
　本政策の対応、経営計画
　への反映に活用

活用方法

半期毎（経営計画策定時）随時半期毎（資本配賦額設定時）四半期毎頻度

経営会議統合的リスク管理委員会等取締役会取締役会報告会議

・金利・株価・デフォルト率等の
　リスクファクターを決定し、　
　期間損益が赤字になる水準を　
　試算

・個別のリスクファクタ-の当行のＢ

　/Ｓ・Ｐ/Ｌへの影響を試算

・特定業種の劣化やボラティ
　ティの上昇等、ストレス事
　象発生時のリスク量を算出
　し期初の資本配賦額と比較

・ストレス事象が発生した
　場合の与信費用の増加や
　評価損益の悪化を把握
・Tier１との対比により、
　自己資本の充実度を評価

実施方法

P/LP/L、B/Sリスク量P/L、B/Sストレス対象

　資本配賦額設定の前提条件

（計数計画やボラティリティ

　等）が変化

②資本配賦額の妥当性　
　検証

シナリオ

目　的

　期間損益が赤字転落

④収益計画の検証

　経済・市場環境や外部で発生した

　イベント等を捉えた個別のシナリ

　オ

　各リスクカテゴリーに対
　してストレス事象が発生
　

③対応方針決定等にあたって
　の判断材料の提供

①自己資本の充実度　
　評価

(1)ストレステストの概要

当行では目的に応じて下記４パターンのストレステストを実施し、行内での
リスク認識の共有化を図っている

当行では目的に応じて下記４パターンのストレステストを実施し、行内での
リスク認識の共有化を図っている
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【実施概要】

四半期毎頻度

取締役会報告会議

・ストレスの影響を分
　析し、リスクコント
　ロール、資本政策の
　対応、経営計画への
　反映に活用

活用方法

・ストレス事象が発生
　した場合の与信費用
　の増加や評価損益の
　悪化を把握
・Tier１との対比によ
　り、自己資本の充実
　度を評価

実施方法

P/L、B/Sストレス対象

　各リスクカテゴリー
　に対してストレス　
　事象が発生

シナリオ

自己資本の充実度評価目　的

①自己資本の充実度評価

自己資本比率が8%を割る水準を与信費用と株価・金利で提示

〇％〇％ 〇,〇〇〇円〇,〇〇〇円

株価と長期金利

8．0%〇%▲〇〇〇億円

〇%
〇%

▲〇〇〇億円与
信
費
用

▲〇〇〇〇億円▲〇〇〇億円

リバース・ストレス・テスト

資産価値

下落額

▲〇〇〇

▲〇〇〇

合計
（自己資本比率）

ストレスシナリオ

過去最悪の シナリオ
▲〇〇〇〇

（〇％）

デフォルト率、担保価値下落

市場変動

▲〇〇〇相関が崩れるシナリオ
▲〇〇〇〇

（〇％）

▲〇〇〇

▲〇〇〇

▲〇〇〇

▲〇〇〇

▲〇〇〇〇

（〇％）

取引先劣化・　要注意先の残高増加

長期金利上昇・ 株価下落　　

仮想シナリオ

フォワードルッキン
グなシナリオ

貸出金信用リスク

市場リスク

＜
Tier１

の範囲内

＜

＜
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〇〇〇 （＋〇〇〇）〇〇〇
預貸金等
金利リスク

〇〇〇 （＋〇〇〇）〇〇〇
貸出金信用
リスク

リ
ス
ク
量

〇〇〇(＋〇〇〇)〇〇〇
株式

〇〇〇債券

増減内訳
資本配賦額

ｽﾄﾚｽｼﾅﾘｵ実現時
（資本配賦比）

項 目

市
場
リ
ス
ク

信
用
リ
ス
ク

資本配賦の前提

ボラティリティ上昇

日経平均の下落

　　取引先の劣化　　　

ストレスシナリオ

ストレス時のリスク量と資本配賦額を比較

ス
ト
レ
ス

〇〇〇 （＋〇〇〇）
半期毎（資本配賦額設定時）頻度

取締役会報告会議

・景気悪化や金融市場混乱によ
　るリスク量の増加を見積もり、
　どのような事象が発生した場
　合に資本配賦額を超過するか
　認識

活用方法

・特定業種の劣化やボラティティ
　の上昇等、ストレス事象発生
　時のリスク量を算出し、期初
　の資本配賦額と比較

実施方法

リスク量ストレス対象

　資本配賦額設定の前提条件

（計数計画やボラティリティ等）

　が変化

シナリオ

資本配賦額の妥当性検証目　的

【実施概要】

②資本配賦額の妥当性検証
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《事例①》金利変動による収益シュミレーション》

①サブシナリオによる期間損益影響　

・サブ金利シナリオによる資産・負債別の収益影響を把握

①サブシナリオによる期間損益影響①サブシナリオによる期間損益影響　

・サブ金利シナリオによる資産・負債別の収益影響を把握

②金利シナリオ変動に加え、シナリオ変動による資産構造
変化よる期間損益影響

・金利上昇による、流動性預金の定期性預金へのシフトや、
　変動金利住宅ローンの固定金利ローンへのシフトを想定
　し、期間損益影響を把握

②金利シナリオ変動に加え、シナリオ変動による資産構造②金利シナリオ変動に加え、シナリオ変動による資産構造
変化よる期間損益影響変化よる期間損益影響

・金利上昇による、流動性預金の定期性預金へのシフトや、
　変動金利住宅ローンの固定金利ローンへのシフトを想定
　し、期間損益影響を把握

随時頻度

統合的リスク管理委員会等報告会議

・与信判断や取組み方針への反

　映、リスクが顕在化した場合

　の対応方針の検討に活用
活用方法

・個別のリスクファクタ-の　　

　Ｂ/Ｓ・Ｐ/Ｌへの影響を　　

　試算

実施方法

P/L、B/Sストレス対象

　経済・市場環境や外部で発生

　したイベント等を捉えた個別

　のシナリオ

シナリオ

対応方針決定等にあたっての　
判断材料の提供

目　的

③方針決定時における判断材料の提供

【実施概要】
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《事例②》大口与信先の信用リスクが顕在化した場合のストレステスト

　　

　

大
口
与
信
先
の
法
的
整
理

大
口
与
信
先
の
法
的
整
理

直接影響 間接影響

〇〇億円

【与信費用 】

【株式の減損】

経常赤字
〇〇億円

〇％

預金流出額　
〇〇〇億円

株価下落額を
試算

＋

格下げを
想定

個人ローン（延滞等）：⇒信用コスト：
〇〇億円

【P/L】

【自己資本比率】

【従業員取引】

【当行株価】
【信用不安に
伴う預金流出】

評価評価

対応策対応策

【外部格付】

〇億円

③方針決定時における判断材料の提供（続き）

当行への影響
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ストレス水準 〇〇年度の経常利益が損失へ

ﾃﾞﾌｫﾙﾄ率上昇

金利

（直近値） P/L上の損失額ストレス値リスク・ファクター

株価

評価損益拡大

合　計

○P/L、B/Sへの影響

　経常利益（計画 ※ ） 　　　　〇〇〇　　
　　　 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　

　　当期損失　　　　　 　　 　 0

追加損失　　　 　 ▲〇〇〇

　評価損益　　　 　 〇〇〇
　　　　
　　 　

期末評価損益　 　　 〇〇〇

評価損益拡大　 ▲〇〇

　想定される経済環境

・収益計画が損失となるシナリ
　オを想定することにより、ど
　ういう事象が発生した場合に
　損失に陥るかを認識

活用方法

半期毎（経営計画策定時）頻度

経営会議報告会議

・金利・株価・デフォルト率等
　のリスクファクターを決定し、
　期間損益が赤字になる水準を
　試算　

実施方法

P/Lストレス対象

シナリオ

目　的

期間損益が赤字転落

収益計画の検証

④収益計画の検証

【実施概要】

２０



【ストレスシナリオ】

　c）コミットメントラインの空き枠

実行

　

　b）全銀資金決済ネットワークでの

為替担保の増加

　　

　a）預金流出

　 ・ペイオフ解禁時の個人預金の流出

　・通常の預金とリスク特性の異なる

　　預金流出

　危機時の預金流出額等

合　計

危機時の預金流出額等 累　計

c）ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄﾗｲﾝ
空き枠

〇〇〇億円

b）為替担保
積増額

〇〇〇億円

a）預金流出
ﾘｽｸ額

〇〇〇億円

６ヵ月　
　　　以内

　

　　１ヵ月
　 　以内

　１週間
　 以内

《資金化可能資産準備額》

資金化可能
資産準備額

○預金の急激な流出等を想定した流動性リスクに関するストレステストを実施

○ストレステスト結果に基づき、資金化可能資産準備額を期間毎に設定

○預金の急激な流出等を想定した流動性リスクに関するストレステストを実施

○ストレステスト結果に基づき、資金化可能資産準備額を期間毎に設定

(2)その他のストレステスト（流動性リスク）
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4.高度化に向けた課題
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２３

〇ｽﾄﾚｽｼﾅﾘｵの策定

　・自行のﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ特性に鑑み、近い将来発生する蓋然性が高く、ｼﾅﾘｵ全体に亘って

　　納得感の高いﾌｫﾜｰﾄﾞﾙｯｷﾝｸﾞなｼﾅﾘｵを、組織横断的に議論・策定

○ｽﾄﾚｽｼﾅﾘｵの影響を主要なﾏｸﾛ指標（ＧＤＰ、長期金利、為替、株価等）に置き換え　

○ﾏｸﾛ指標の変化がﾘｽｸﾊﾟﾗﾒｰﾀ（格付遷移、ﾃﾞﾌｫﾙﾄ率等）に与える影響を把握

○経営へのｲﾝﾊﾟｸﾄの把握、必要に応じてｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの策定

(1)ｽﾄﾚｽﾃｽﾄの高度化(ﾏｸﾛｽﾄﾚｽﾃｽﾄ)

現状のｽﾄﾚｽﾃｽﾄにおける課題

目指すべき方向性（ﾏｸﾛｽﾄﾚｽﾃｽﾄ）

○各ﾘｽｸｶﾃｺﾞﾘｰにおけるｽﾄﾚｽｼﾅﾘｵは各々独立して設定（ｼﾅﾘｵ全体にｽﾄｰﾘｰ性が乏しい）

○ｽﾄﾚｽｼﾅﾘｵとﾘｽｸﾊﾟﾗﾒｰﾀの相関性に関する設定根拠があいまい　　　　等

○各ﾘｽｸｶﾃｺﾞﾘｰにおけるｽﾄﾚｽｼﾅﾘｵは各々独立して設定（ｼﾅﾘｵ全体にｽﾄｰﾘｰ性が乏しい）

○ｽﾄﾚｽｼﾅﾘｵとﾘｽｸﾊﾟﾗﾒｰﾀの相関性に関する設定根拠があいまい　　　　等

高度化が必要

○ｽﾄﾚｽｼﾅﾘｵの高度化（発生蓋然性が高く納得感の高いﾌｫﾜｰﾄﾞﾙｯｷﾝｸﾞなｼﾅﾘｵ）を図る
　なかで、ｼｽﾃﾑｲﾝﾌﾗの整備等について検討していく予定



(2)ﾘｽｸｱﾍﾟﾀｲﾄ・ﾌﾚｰﾑﾜｰｸの整備

２４

○ 経営計画の策定において、「どのﾘｽｸをどの程度とってどれだけﾘﾀｰﾝを得るか」という
　 概念を導入し、経営ﾚﾍﾞﾙでﾘｽｸ選好(ﾘｽｸｱﾍﾟﾀｲﾄ)を明確化

○ 経営管理のPDCAｻｲｸﾙのなかで、ﾘｽｸ･ﾘﾀｰﾝ双方に関するｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・ﾂｰﾙとして活用

○ 経営計画の策定において、「どのﾘｽｸをどの程度とってどれだけﾘﾀｰﾝを得るか」という
　 概念を導入し、経営ﾚﾍﾞﾙでﾘｽｸ選好(ﾘｽｸｱﾍﾟﾀｲﾄ)を明確化

○ 経営管理のPDCAｻｲｸﾙのなかで、ﾘｽｸ･ﾘﾀｰﾝ双方に関するｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・ﾂｰﾙとして活用

　目指す経営管理体制

計画策定計画策定

B/S

貸
出
金

有
価
証
券

預
金
等

資
本

計画管理

経営計画達成状況のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ　
（残高・収益に加え、リスクの計画管理）

計画管理

経営計画達成状況のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ　
（残高・収益に加え、リスクの計画管理）

組織横断的な対応策組織横断的な対応策

資本配賦の範囲内で、「どのリ
スクをどの程度とって、どれだ
けリターンを得るか」 を決定

資本配賦の範囲内で、「どのリ
スクをどの程度とって、どれだ
けリターンを得るか」 を決定

金利リスク　⇔　期待収益

信用リスク　⇔　期待収益

その他のリスク　⇔　期待収益

流動性リスク（資金繰り）　等

残高計画

利回り計画

リスク計画

P/L

収
益

費
用

利
益

経営戦略、市場環境、資金ﾎﾟｼﾞｼｮﾝ、規制　等

資
本
配
賦
額

《概念図》

金利ﾘｽｸにおけるﾘｽｸ・ﾘﾀｰﾝの計画管理より、段階的に実施していく方針


